
長浜バイオ大学と地域の連携に関するこれまでの検討状況について 

 

１．趣旨 

 長浜バイオ大学（以下、「大学」という。）は、湖北圏域における高等教育機関の整備充

実をはじめ、人材の育成、学術研究、新しい時代に即応できる地域産業の振興、地域活性

化の基盤として期待され、県・市で誘致を進め、平成 15年に設立されました。 

大学設立以降、社会経済を取り巻く環境は大きく変化し、18歳人口の減少や他大学との

競合により、令和 3年度から大学の入学者数が定員を下回る状況となっています。一方

で、人口減少に伴い、大学と地域の連携による地方創生の必要性は高まっており、改めて

誘致の目的が達成できるよう、連携を推進することが求められます。 

このことから、大学からの「地域社会と時代の要求に呼応した長浜バイオ大学の包括的

改革」（以下、「包括的改革」という。）の提案を契機に、必要な調査・分析を進め、大学

の機能を活かした地方創生について総合的な可能性の検証を行うこととします。 

なお、この検証にあたっては、持続的な経営が可能となるよう十分に配慮する必要があ

るため、専門的かつ客観的な知見により判断することが求められることから、大学経営等

に知見がある企業から必要なコンサルティングを受け、有識者会議の設置により議論を進

めることとします。 

 

２．「地域社会と時代の要求に呼応した長浜バイオ大学の包括的改革」の概要 

１）地域の産業や教育、暮らしの発展に深く寄与する「人材・教育・産業グローイングシ

ティ長浜」と名付けた計画を遂行し、長浜市のブランディングと発展に貢献する。 

 

２）地域社会と時代が要求する学問分野を担当する新たな学科や学部を設置することによ

り、長浜バイオ大学が地域社会と時代が必要とする研究と技術を提供し、地域社会や新し

い時代においてリーダーとして活躍できる人材を育成する総合大学に発展させる。 

 

３）学校法人関西文理総合学園 長浜バイオ大学を公立大学法人化することで「公立長浜

バイオ大学」として新たにスタートする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管委員会 総務教育常任委員会 

所管課 政策デザイン課 



３.これまでの検討の経過について 

包括的改革の提案を受けて以降、大学からの提案の内容、財務の状況、入学者の推移等

について、総務部の関係課(総務課、政策デザイン課、人事課、財政課)で大学との勉強会

や庁内協議を複数回実施しました。 

また、地方独立行政法人制度や大学の運営、公立化した大学の先行事例について、研究

を進めてきました。 

 

４.今後の検討の進め方について 

Step1 現状把握 

・包括的改革の提案の内容の検証 

・大学の経営の現状と今後の見通し 

・大学のこれまでの改革の状況 

・大学と地域との連携状況 

・地方独立行政法人制度と先行他大学の状況 

Step2 地域の大学に求めるニーズの把握と連携のあり方検討 

・産業界 

・高校生 

・教育関係者 

・その他、地域との連携のあり方について 

Step3 大学との政策連携の検討 

・地域が大学に求めることについて 

・地域に必要な大学の機能について 

・市との政策連携について 

・大学のシーズを活かした産業連携について 

Step4 公立化の是非の検討 

・公立化のメリット・デメリットの検証 

・公立化した場合の経営シミュレーション 

・市財政への影響 

・公立化する場合の政策連携 

・公立化する場合の大学改革の検証 

Step5 大学と地域のあり方に関する市の方針案の検討 

 

 

 

 

 

 



５．長浜バイオ大学と地域の連携のあり方に関する庁内検討会議 

（対象事項） 

（1）包括的改革に関すること 

（2）大学との政策連携の強化に関すること 

（3）地域にとって魅力ある大学運営に関すること 

（4）大学の運営および財務の状況に関すること 

（5）市財政への影響に関すること 

（6）その他大学と地域のあり方検討にあたり必要な事項に関すること 

（組織） 

・有識者会議に関する事項に関しては、当該庁内検討会議にて議論を行う。 

・会議のほか、ワーキンググループを設置する。下記のメンバーで構成するが、必要に応

じてメンバーを招集する。 

 

〇会議メンバー         〇ワーキンググループメンバー 

副市長  総務部次長 市民活躍課長 

総務部長 総務課長 生涯学習文化課長 

総務部政策監 政策デザイン課長 商工振興課長 

市民協働部長 人事課長 農林政策課長 

産業観光部長 財政課長 教育指導課長 

教育部長 財産活用政策室長  

 

６．大学と地域の連携あり方に関する有識者会議 

（対象事項） 

(1)  市との政策連携に関する事項 

(2) 学部学科に関する事項 

(3) 大学の経済波及効果及び包括的改革の検証に関する事項 

(4)  包括的改革を進める前後の大学経営の分析に関する事項 

(5)  その他、大学と地域の連携のあり方検討にあたり必要な事項 

 

（構成委員案） 

区分 構成員 

学識経験者 財務、大学経営、地方創生関係等 

教育関係者 教育委員会、市内高校関係者、県内高校関係者等 

商工団体関係者 市内商工団体等 

行政機関 滋賀県、自治体関係者、長浜市 

 

 



７.コンサルタント業務委託の内容について(案) 

（1）大学経営の分析  

私立大学としての経営の現状や課題の分析、今後の見通しの検証 

（2）大学の経済波及効果や公立化のメリット・デメリットに係る調査  

・地域に大学が立地することによる経済波及効果の測定 

・市との政策連携や学部学科の検討を踏まえ、公立化による効果やリスク等についての調

査・分析 

（3）公立化した場合の経営シミュレーション、及び市の財政への影響 

（1）、(2)を踏まえ、公立化した場合の大学の経営見通しや将来的な市の財政負担に関す

る調査・分析 

（4）有識者による大学と地域のあり方に関する検討会議の設置運営支援  

地域と大学の連携のあり方について専門的かつ客観的な見地から意見を集約し、妥当性に

ついての考察を含めた報告書の作成提出 

 



「地域社会と時代の要求に呼応した長浜バイオ大学の包括的改革」の概要

概要図

１）地域の産業や教育、暮ら
しの発展に深く寄与する「人
材・教育・産業グローイング
シティ長浜」と名付けた計画
を遂行する。

２）新たな学科や学部を設置
することにより、長浜バイオ
大学が地域社会と時代が必要
とする研究と技術を提供。

３）学校法人関西文理総合学
園長浜バイオ大学を公立大学
化する。

・すべての市民が楽しく生涯学べる長浜
・魅力あふれる産業が花開く長浜
・市民が生き生きと生活する活気あふれ
た長浜

・データサイエンス学科や学部の創設
・従来の学部にとらわれない工学や文系
分野を視野に入れた新たな学部の創設
・単科大学から総合大学への発展

・学費が国立大学と同等となるため、優
秀な学生が全国から集う。
・長浜市のIT化、人工知能化の拠点が形
成される。
・小中高教員のリカレント教育が可能
・小中高と連携し、実質的な一貫教育の
実施
・産官学の地域連携の拠点が形成され一
層深化

長浜バイオ大学が公立化することにより、長浜市の発展への貢献は義務となる。

資料



人材・教育・産業グローイングシティ長浜について(包括的改革から抜粋)

① 基本ビジョン

「人材・教育・産業グローイングシティ長浜」の基
本ビジョンは、長浜バイオ大学の設置者を現在の学
校法人から公立大学法人に移行し、私立大学から公
立大学とすることで大学としてのブランド力を向上
させることに始まります。

同時に、長浜市に設置される公立大学として長浜市
の人材育成、初等教育から高等教育の魅力ある教育
環境への変革、産業への新規技術移転に関する財産
を長浜市に湧出することで、長浜市をブランド化し、
全ての世代が生き生きと活躍できる魅力ある地域に
変革することに貢献します。

長浜バイオ大学の学生が大学内の学問だけに縛られ
ず、長浜という社会で学び成長し、それと同時に町
の力として貢献します。このような取り組みにより、
長浜バイオ大学と長浜市が抱える問題を同時に解決
し、将来に向けたよりよい発展を担保しようという
ものです。

長浜バイオ大学の包括的改革により



長浜バイオ大学の沿革ならびに学部学科の構成

長浜バイオ大学はバイオサイエンス学部に３つの学科と１
つのコースを設置している。

① フロンティアバイオサイエンス学科

【定員 ８８名】

② フロンティアバイオサイエンス学科

臨床検査学コース

【定員 ３０名】

③ メディカルバイオサイエンス学科

【定員 ７０名】

④ アニマルバイオサイエンス学科

【定員 ５０名】

学部学科合計 ２３８名

【大学院】

バイオサイエンス専攻 博士課程前期課程

【定員 ３６名】

バイオサイエンス専攻 博士課程後期課程

【定員 ５名】

大学院合計 ４１名

沿革 現在の学部学科の構成
長浜バイオ大学の包括的改革により



入学者の推移

定員
割れ

・１８歳人口の減少(2020年度で1992年比44％減)
・近隣大学での生命科学分野の入学定員の増加

主な事例 2015年 龍谷大学 農学部 400名

2020年 摂南大学 農学部 340名 等

・都市部大規模大学への学生の集中

主な入学者の減少要因（改革案より抜粋）

長浜バイオ大学の包括的改革により



就職率と入学者の内訳の推移

卒業者 就職希望者 就職者 就職率
大学院

進学者

2017年度（2018卒） 266 204 200 98.0% 48

2018年度（2019卒） 238 192 188 97.9% 34

2019年度（2020卒） 240 186 182 97.8% 39

2020年度（2021卒） 246 166 157 94.6% 59

2021年度（2022卒） 252 157 151 96.2% 74

卒業者

（県内出身）

就職希望者

（県内出身）

県内への

就職者

うち県内

出身者

うち県外

出身者

2017年度（2018卒） 56 45 32 19 13

2018年度（2019卒） 46 38 20 12 8

2019年度（2020卒） 51 37 22 12 10

2020年度（2021卒） 59 46 32 21 11

2021年度（2022卒） 69 47 29 19 10

卒業者

(市内出身)

就職希望者

(市内出身)

市内への

就職者

うち市内

出身者

うち市外

出身者

うち市外だが

県内出身者

2017年度 (2018卒) 6 6 6 2 4 2

2018年度 (2019卒) 4 4 4 2 2 2

2019年度 (2020卒) 4 3 3 0 3 2

2020年度 (2021卒) 9 9 3 1 2 1

2021年度 (2022卒) 13 11 10 4 6 2

就職状況(全体)

就職状況(滋賀県内)

就職状況(市内)

・就職率は高水準を維持している。

・市内への就職者は過去5年の平均で
5.2人/年である。

・市内からの入学者は年間数名程度
である。

入学者の内訳

入学者 県内 市内 市内入学者率 長・米・彦

2020年度 265 70 13 4.9% 28

2021年度 185 47 4 2.2% 17

2022年度 161 44 2 1.2% 15

県内・市内は在籍高校所在地



2016年度～2021年度　学校法人関西文理総合学園　貸借対照表

（単位：円）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

9,941,023,472 10,094,926,302 10,183,134,113 10,225,827,955 10,323,738,116 10,262,358,969

5,562,717,172 5,423,350,002 5,406,186,645 5,246,851,655 5,138,391,816 5,023,457,669

4,367,064,300 4,660,334,300 4,765,705,468 4,967,734,300 5,174,104,300 5,227,659,300

11,242,000 11,242,000 11,242,000 11,242,000 11,242,000 11,242,000

1,281,874,210 1,197,776,082 1,096,737,090 988,774,637 926,984,511 1,011,193,897

11,222,897,682 11,292,702,384 11,279,871,203 11,214,602,592 11,250,722,627 11,273,552,866

242,790,000 249,960,000 262,320,000 266,960,000 287,290,000 308,710,000

817,774,824 776,426,806 726,877,038 698,214,553 618,088,371 618,386,313

1,060,564,824 1,026,386,806 989,197,038 965,174,553 905,378,371 927,096,313

9,590,743,455 9,723,743,089 9,922,323,621 9,947,122,828 10,088,362,798 9,896,403,040

571,589,403 542,572,489 368,350,544 302,305,211 256,981,458 450,053,513

10,162,332,858 10,266,315,578 10,290,674,165 10,249,428,039 10,345,344,256 10,346,456,553

11,222,897,682 11,292,702,384 11,279,871,203 11,214,602,592 11,250,722,627 11,273,552,866

特 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計

流 動 資 産

貸借対照表

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

基 本 金

繰 越 収 支 差 額

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 の 部 合 計

財務の状況について（貸借対照表）

所有する財産の状況

長浜バイオ大学の包括的改革により

・総資産は約１１３億円

・うち現預金や金融資産は約６２億円

・金融機関等の外部からの借り入れは
ない。

・施設の更新費用等は基本金に計画的
に積み立てを行っている。



2016年度～2021年度　学校法人関西文理総合学園　事業活動収支計算書
（単位：円）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

1,749,125,000 1,735,555,000 1,691,955,000 1,638,370,000 1,652,844,000 1,550,725,000

32,432,433 29,473,550 32,059,156 30,443,685 25,385,077 20,319,602

12,984,647 10,379,981 9,770,194 8,543,461 6,550,334 11,942,283

293,051,000 307,488,000 338,241,000 284,855,000 320,417,000 346,123,200

73,044,310 103,791,635 57,781,992 38,572,608 67,933,846 102,620,912

62,191,973 56,277,234 60,671,571 54,469,867 48,456,561 60,276,236

2,222,829,363 2,242,965,400 2,190,478,913 2,055,254,621 2,121,586,818 2,092,007,233

1,148,976,489 1,122,883,780 1,115,323,531 1,128,201,129 1,112,864,186 1,138,767,430

944,445,843 887,883,868 852,799,845 777,851,345 812,937,694 853,412,760

172,416,330 188,095,994 218,854,737 214,033,421 168,247,817 172,828,818

0 0 0 0 0 0

2,265,838,662 2,198,863,642 2,186,978,113 2,120,085,895 2,094,049,697 2,165,009,008

-43,009,299 44,101,758 3,500,800 -64,828,274 27,537,121 -73,001,775

4,618,575 7,874,224 11,393,028 14,495,655 18,576,874 21,765,023

0 0 0 0 0 0

4,618,575 7,874,224 11,393,028 14,495,655 18,576,874 21,765,023

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,618,575 7,874,224 11,393,028 14,495,655 18,576,874 21,765,023

-38,390,724 51,975,982 14,893,828 -50,332,619 46,113,995 -51,236,752

13,311,512 52,006,738 9,464,759 9,086,493 49,802,222 52,349,049

-25,079,212 103,982,720 24,358,587 -41,246,126 95,916,217 1,112,297

-62,952,376 -132,999,634 -198,580,532 -24,799,207 -141,239,970 0

-88,031,588 -29,016,914 -174,221,945 -66,045,333 -45,323,753 1,112,297

380,826,057 349,874,260 278,580,823 271,980,920 262,483,315 248,975,928

292,794,469 320,857,346 104,358,878 205,935,587 217,159,562 250,088,225

事

業

活

動

収

入

の

部

事

業

活

動

支

出

の

部

事

業

活

動

外

収

入

の

部

事業活動収支計算書

経 常 費 等 補 助 金

寄 付 金

手 数 料

学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 経 費

人 件 費

雑 収 入

付 随 事 業 収 入

教 育 活 動 収 入 合 計

教
育
活
動
収
支

教 育 活 動 収 支 差 額

教 育 研 究 経 費 ・ 管 理 経 費 に 含 ま れ る

減 価 償 却 額

当 年 度 収 支 差 額 と の 差 額

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額

事

業

活

動

外

支

出

の

部

教
育
活
動
外
収
支

経 常 収 支 差 額

特 別 収 支 差 額

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 入 計

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出

借 入 金 等 利 息

受 取 利 息 ・ 配 当 金

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入

徴 収 不 能 額 等

管 理 経 費

教 育 活 動 支 出 計

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

財務の状況について（事業収支計算書）

※基本金とは

学校法人会計基準第29条では、「学校法人がその諸活動の
計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持す
べきものとして、その帰属収入のうちから組み入れた金額
を基本金とする」と規定されています。

・基本金組入前当年度収支差額において、
赤字の年度もあれば、黒字の年度もある。

・減価償却費を考慮すると、キャッシュフ
ローベース(お金の動き)では、現金等は増
加している。

・２０２１年度までは、基本金の積み立て
もできているが、今後学生の確保の状況次
第では、大幅な赤字も想定されており、財
務状況が悪化する恐れがある。

・固定費が大半を占めるため、学生の確保
ができない場合は、収支に直結する。

収支の状況



公立大学法人制度の仕組みについて

設置団体(自治体の関わり、責務)

・公立大学は総務省から設置団体である地方
自治体に地方交付税が交付されるが、設立団
体(市)が大学の運営をチェックし、経営の責
任を負うこととなる。

・理事長(＝学長が原則)の任命。

・設立団体は大学運営の基礎となる中期目標
(6年)を設定し、運営の成果、経営状況につい
て評価委員会の評価を受け、改善項目の是正
指導などを行う。

大学(公立大学法人)の裁量

・教育研究、人事(理事長除く)・組織、予
算執行など、直接の運営を行う

H30.9.26国立大学の一法人複数大学制度等に関す
る調査検討会議(第１回)資料より



公立大学法人制度の運営費交付金について

文部科学省

私立大学の場合

私立大学等
経常費補助金

私立大学

公立大学の場合

総務省

地方自治体
(設置団体)

公立大学

地方交付税
(公立大学積算分)

運営費交付金

私立大学は、文部科学省から私立大学の教育
又は研究に係る経常的経費を対象として補助
金が交付される。

公立大学は、総務省から設置団体である地方
自治体に、公立大学を設置・管理するための
経費として地方交付税が交付され、地方公共
団体から大学に運営費交付金が交付される。



地方交付税について

・学部の種類によって、地方交付税基
準財政需要額での学生１人あたりの単
価は異なる。

・文系学部よりも理系学部の方が単価
が高い。

・長浜バイオ大学の場合、理科系学部
のため令和３年度で１，４６０千円の
単価となる。

・学生１人あたりの単価について、漸
減傾向にある。

(理系 平成１６年 ２，００４千円

→令和３年 １，４６０千円)

令和３年９月総務省
「公立大学に係る地方財政措置について」より



公立大学化による学費の変化について

・学生１人あたりの私学助成金約２０
万円から地方交付税約１５０万円に増
額。

・見込みでは、学費を１５０万円から
５０万円に減額することができる。

・学生一人当たりの学費、交付金も合
わせた収入は、約３０万円増加。

長浜バイオ大学の包括的改革により

学費が国立大学と同等になるため、

優秀な学生が全国から長浜に集う。



(単位：千円）

《収入の部》 2020年度決算 2021年度決算見込 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

　　学生生徒等納付金 *1 1,652,844 1,550,720 1,420,190 1,480,690 581,000 603,260 642,480 622,340

　　入学金 94,450 76,340 61,910 90,420 91,280 91,280 91,280 91,280

　　学　費 1,558,394 1,474,380 1,358,280 1,390,270 489,720 511,980 551,200 531,060

　　手数料（検定料等） *2 25,385 20,310 21,720 20,000 16,150 16,150 16,150 16,150

　　寄付金（現物寄付含む）*3 16,452 29,360 11,281 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000

　　補助金 *4 263,867 285,890 223,000 212,000 1,386,000 1,449,000 1,560,000 1,503,000

　　付随事業収入（受託除）*5 13,656 23,700 22,150 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000

　　雑収入 *6 48,456 60,270 64,920 33,000 50,000 50,000 50,000 50,000

　　受取利息 18,576 21,760 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000

（特 別 収 入） 40,000 35,150 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

　　事業活動収入合計 2,079,236 2,027,160 1,794,261 1,817,690 2,105,150 2,190,410 2,340,630 2,263,490

（前年比較） -52,076 -232,899 23,429 287,460 85,260 150,220 -77,140

公立大学化

(単位：千円）

《支出の部》 2020年度決算 2021年度決算見込 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

（人件費） *7 1,112,864 1,138,750 1,167,090 1,148,889 1,156,337 1,156,337 1,156,337 1,156,337

　　教員人件費 700,550 689,060 712,970 712,429 717,433 717,433 717,433 717,433

　　職員人件費 344,611 382,590 360,680 367,060 369,504 369,504 369,504 369,504

　　役員報酬 28,926 28,180 28,320 29,400 29,400 29,400 29,400 29,400

38,777 38,920 65,120 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

（教育研究経費） 741,827 773,291 787,315 784,475 767,085 767,085 767,085 767,085

　　消耗品費 17,098 19,200 14,830 14,830 14,830 14,830 14,830 14,830

　　光熱水費 59,403 72,940 66,220 66,220 66,220 66,220 66,220 66,220

　　旅費交通費 2,563 2,350 2,740 2,740 2,740 2,740 2,740 2,740

　　奨学費 102,295 90,170 97,390 97,390 80,000 80,000 80,000 80,000

　　福利費 3,741 3,920 6,490 6,490 6,490 6,490 6,490 6,490

　　通信運搬費 10,083 10,160 8,920 8,920 8,920 8,920 8,920 8,920

　　印刷製本費 9,749 8,330 8,670 8,670 8,670 8,670 8,670 8,670

　　出版物費 25,389 26,770 29,840 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

　　実験実習費 53,699 72,410 70,250 70,250 70,250 70,250 70,250 70,250

　　教育研究費 34,294 38,540 59,900 59,900 59,900 59,900 59,900 59,900

　　受託事業費 0 0 0 0 0 0 0 0

　　修繕費 16,799 22,000 19,630 19,630 19,630 19,630 19,630 19,630

　　損害保険料 2,306 2,120 2,210 2,210 2,210 2,210 2,210 2,210

　　賃借料 5,076 8,800 6,470 6,470 6,470 6,470 6,470 6,470

　　公租公課 74 100 120 120 120 120 120 120

　　諸会費 1,196 1,420 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490

　　会議費 577 510 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260

　　報酬委託手数料 145,910 148,620 142,540 142,540 142,540 142,540 142,540 142,540

　　学生活動補助金 1,831 3,980 5,820 5,820 5,820 5,820 5,820 5,820

　　雑　費 86 1 5 5 5 5 5 5

　　減価償却額 249,658 240,950 242,520 242,520 242,520 242,520 242,520 242,520

（管 理 経 費） 168,247 172,820 172,450 172,450 172,450 172,450 172,450 172,450

99 220 0 0 0 0 0 0

-39,717 -59,100

1,983,320 2,025,981 2,126,855 2,105,814 2,095,872 2,095,872 2,095,872 2,095,872

95,916 1,179 -332,594 -288,124 9,278 94,538 244,758 167,618

  事業活動支出の部合計

  基本金組入前収支差額

公立大学化

　　退職給与引当金繰入額

（特 別 支 出）

  受託事業費の調整

長浜バイオ大学による公立化後のシミュレーション

長浜バイオ大学の包括的改革により

・公立化の影響により、入学者定員数が確保できた場合、
毎年度の収支は黒字化すること予想されている。

・シミュレーション通りの収支となれば、市の財政的な
負担はない。

*1 学生生徒等納付金…2023年度は学部入学者280名、修士入学者36名、博士入学者5名で設定。2024年度以降は学部入学者240名、修士入学者36名、

博士入学者5名で設定。公立大学法人化以降の学生生徒等納付金は入学金（280千円）、学費（530千円）で設定。また、学部の入学金のみ

納付者（入学辞退者）は50名で設定。

*2 手数料（検定料等）…2022年度と2023年度は2021年度決算見込額とほぼ同額で算出。2024年度以降は検定料を17千円（志願者数は700名）で設定して算出。

*3 寄付金…2023年度以降は過年度の実績額平均より1900万円で設定。（内、現物寄付は1000万円で設定）

*4 補助金…2022年度と2023年度は私立大学経常費等補助金の補助額算出方法に基づき凡その金額を算出。

　　　2024年度以降は、学生一人あたり1,500千円の経常費補助金が補助されるものとして算出。（※2024年度の場合…1,500千円×924名＝1,386,000千円）

*5 付随事業収入…寮費収入1200万円、高齢者大1000万円で設定

*6 雑収入…施設設備利用料1700万円、間接経費1000万円、退職金財団交付金等の概算合計。



公立化

前々年

公立化

前年

公立化

初年度
2年目 3年目

2021

年度

公立化

前々年

公立化

前年

公立化

初年度
2年目 3年目

2021

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2021

年度

公立化

前年

公立化

初年度

2020

年度

高知工科大学 2009年 1.7 1.6 12.6 7.0 5.7 4.6 372 421 518 497 493 553 52.3 33.0 26.2 460 520 15.1 26.0 19.4

静岡文化芸術大学 2010年 7.0 8.7 11.9 8.6 6.0 4.8 357 361 340 342 340 341 79.8 69.4 40.5 300 320 68.1 73.0 39.4

名桜大学 2010年 1.3 1.2 2.7 4.7 5.2 4.1 424 378 469 495 489 464 18.8 24.1 14.2 455 455 85.2 78.2 35.2

鳥取環境大学 2012年 1.0 1.7 10.0 3.6 8.1 4.5 149 223 296 295 332 315 43.5 23.6 21.3 276 300 46.9 43.7 14.3

長岡造形大学 2014年 1.0 1.8 5.7 4.7 4.5 5.6 155 239 245 258 263 256 8.4 5.7 5.9 230 230 16.2 15.7 5.7

福知山公立大学 2016年 0.7 1.5 33.4 7.7 6.3 3.1 34 36 58 146 120 205 16.7 29.3 2.0 50 200 7.1 15.4 8.1

山口東京理科大学 2016年 1.8 7.4 23.0 9.0 12.2 7.3 164 364 221 204 330 335 1.9 3.2 4.8 200 320 2.1 2.1 5.4

長野大学 2017年 1.9 2.4 10.0 5.8 6.3 5.3 348 336 363 378 344 354 13.4 10.5 8.5 300 340 17.6 18.2 14.8

諏訪東京理科大学 2018年 2.8 5.3 7.9 5.0 10.4 6.8 259 365 342 310 320 325 4.1 4.1 3.7 300 300 18.8 22.8 10.9

千歳科学技術大学 2019年 2.3 5.0 10.9 3.7 5.2 5.2 212 278 251 262 271 271 4.0 2.8 2.2 240 240 0.8 1.5 3.4

周南公立大学 2022年 1.7 1.2 7.7 － － － 296 182 343 － － － 3.8 4.7 － 280 － 17.0 － －

※志願者倍率は志願者/入学定員で計算 ※緑：市内　黒：地域内　青：県内 黒：地域内　青：県内

定員割れ

地域内就職率(倍)地域内入学者率(倍) 公立化時

入学定員

(人)

令和3年度

入学定員

(人)

大学名

入学志願者倍率(倍) 入学者数(人)

公立化

私立大学から公立大学化した事例

・公立化した大学はいずれも入学志願者数が大幅に増加している。

・公立化までは、定員割れをしている大学が多いが、公立化後はいずれの大学も入学定員を満たして
いる。

・入学志願者倍率が高くなることにより、地域内入学者率は低下。

・入学定員を増やしている大学もある。

・地域内就職率は低下している事例が多い。

・姫路獨協大学や新潟産業大学等、公立化を断念されているケースもある。

※2023年度 旭川大学が公立化予定



私立大学としてのこれまでの改革について(大学からの回答より)

【財務の状況】

・直近２年は、入学定員が未充足となっているが、コスト意識を全教職員が共有し、経費配分の見直しや科学研究費をはじめ
とした外部資金獲得（2021年度は約2億円獲得）などにより昨年度決算において黒字決算となっている。

・科学研究費においては、2001年以降に設立された大学で教員一人当たりの獲得額は全国１位 1,728,409円

(２位 東京都立大学、３位 東京海洋大学、４位 兵庫県立大学)

・結果、現在潤沢な現預金の貯蓄および固定資産を有することができている。

【学生募集活動】

・全教職員が一丸となり、休日開催のイベントや高校訪問など学生募集活動を実施。

(学校訪問 重点高校約300校に各2回延べ約600校を毎年訪問、約250校で進路授業として模擬授業や学問分野の説明実施)

・オープンキャンパスを年７回実施、高校生や保護者にリアルな大学生活をイメージして頂けるよう在学生スタッフの配置。

・令和５年度より、特待生制度を新設し、一般選抜前期A・Bの合格得点率70.0%以上、または大学入試共通テスト利用入試前期A・Bの合
格者得点率65.0％以上の学生の学費を国公立大学並みとする。

【学科等の改編】

2009年4月 アニマルバイオサイエンス学科、コンピュータバイオサイエンス学科を開設 （定員を40名増員）

2015年4月 臨床検査技師養成プログラム（現・臨床検査学コース）開設（ＪＡＢＥＥ暫定認定→2018年に正式認定）

2019年4月 メディカルバイオサイエンス学科開設（コンピュータバイオサイエンス学科募集停止）

フロンティアバイオサイエンス学科名称変更（バイオサイエンス学科より） ゲノム編集研究所開設

【今後の取組】

バイオデータサイエンス学科（仮称）の2024年4月設置を目途にWGを立ち上げ検討中。内閣府、文部科学省、経済産業省が創設した「数
理・データサイエンス・AI教育プログラム」を意識したカリキュラム設計・取得資格・想定就職先・広報計画等


